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報告の構成
経済産業研究所（RIETI）は経済産業省と連携し、産業構造審

議会経済産業政策新機軸部会の第4次中間整理「成長投資が導く
2040年の産業構造」（2025年6月3日）の基礎資料として、
「 2040年産業構造推計モデル」を構築した。
←詳細はRIETI Highlight Vol.106（2025年秋号）を見られたい。
このモデルの大きな特徴として、AI・ロボット技術の普及が将

来の就業構造に及ぼす影響を詳細な産業別・職種別に推計したこ
とが挙げられる。
以下では、

1. 2040年産業構造推計
2. AI・ロボットと就業構造
について説明する。
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1．2040年産業構造推計：問題意識
2000年代以降の日本における労働生産性上昇減速の主因は、物的・人
的資本蓄積の停滞であった。労働の質低下は非正規雇用拡大で生じた。
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1．2040年産業構造推
計：問題意識
2000年代前半以降の日本では、資
本係数が継続して下落するという、
珍しい現象が起きた。
企業による労働者の教育訓練は著し
く停滞した。
国の一般歳出では社会保障が優先さ
れてきた。

出所）一橋推計、内閣府『国民経済計算』 4
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1．2040年産業構造推計：問題意識

なぜ2000年代前半以降資本係数が継続して下落したか？
• 人口減少？ ←No. 労働者一人あたり資本ストックの増加が停滞しており、人口減少
だけでは説明できない。

• TFPの停滞？ ←No. 近年の日本のTFP上昇は主要先進国中ドイツに次いで高かった。
• 生産の海外移転・空洞化 ←確かに製造業の方が2010年以降の投資の落ち込みが著
しかった。しかし非製造業でも投資は停滞した。

• 介護など労働集約的産業の拡大？ ←No. 産業横断的に投資の停滞が起きた。
• 中小企業における投資の停滞？ ←No. 大企業でも著しい

おそらく以下の点が重要だが潮目も変化しつつある
• 生産の海外移転・空洞化 ←経済安全保障、超円安により状況は変化しつつある
• 女性・高齢者の労働参加により、2010年代に安価な労働供給が増えた ←労働の枯
渇、賃金上昇、若年女性の正規職維持、等により、状況は変化しつつある

• 1990－2000年代初めまでの資本蓄積主導の景気対策により資本が過剰になった？
←20年間の投資節約、設備老朽化で、状況は変化しつつある

• 大企業・中堅企業におけるリストラ中心の生産性向上策 ←日銀短観等によれば変化
の兆し

5



1．2040年産業構造推計：労働不足
今後急拡大する医療・福
祉分野で労働生産性を如
何に高めるかが、重要課
題。
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1．2040年産業構造推計：問題意識
内閣府のシナリオは、全要素生産性（TFP）上昇率や出生率・労働力率に関する想定
に専ら依存している。労働の質についても無視（TFPに混入）している。
生産のために必要な労働や資本、TFP改善のために必要な制度改革は、産業間で大き
く異なる。
人口減少や、高齢化による需要変化、AI・ロボット・GXなど新技術の影響を評価する
ためにも産業レベルの試算が必須であるが、現在の政府内ではそのような分析は、マ
クロ経済の将来像推計と整合的な形では行われていない。
一方2040年推計では、経団連や政府の目標に準じて、活発な設備投資を前提とした。

7



１．2040年の産業構造推計

8経済産業省経済産業政策局「経済産業政策新機軸部会第４次中間整理参考資料集～成長投資が導く2040年の産
業構造～」67ページ、2025年6月。

民間資本ストックの推移

実質民間資本ストックは3割増えるものの、生産への寄与が大きい資本財（情
報・通信機器、ソフトウェア等）へのシフトと技術革新のため、資本収益率は
ほとんど下落しない。



１．2040年産業構造推計

9
経済産業省経済産業政策局「産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理
の概要」11ページ、2025年6月。



１．2040年産業構造推計
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2．AI・ロボットと就業構造：分析方法
• 厚生労働省の職業情報データベース job tag と職業能力評価票により、詳
細な職業別に、各スキル・能力・仕事の性質毎に必要とされるスキルレベ
ルが分かる。
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2．AI・ロボットと就業構造：分析方法



ARI（自動化リスク指標）の推計
• RIETIと野村総研は2024年秋に、日本の第一線の科学者・エンジニアに対
して、job tag にある39のスキル、アビリティ5、仕事の性質9の合計53項
目について、 2024年現在、2030年、2040年において、AI・ロボットがど
のスキルレベルまで達成可能かを書面とインタビューで尋ねた。 有効回答
は13件であった。

• 実現可能性については、「従業者数500人程度の中堅企業が、1年以内に実
装することが可能で、実装により期待される労働コスト等の削減が実装の
費用を上回るため、経済的にも引き合う状態」とした。
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ARI（自動化リスク指標）の推計
• 2020年代の生成AI（大量のデータ学習に基づき、テキスト、画像、音声、
動画などの新しいオリジナルコンテンツを自動で作り出すAI技術）の急速
な発展により、ホワイトカラーやプログラマーへの需要の減少が指摘され
ている。

• また生成AIは非熟練労働と熟練労働の差を縮めると指摘されている。
• しかし本推計では、ロボットとAIを組み合わせた技術の、経済全体への中
期的な影響を分析している。

• 例えばアマゾンのピッカー職喪失の
ような事象も含む。

14

Richard Baldwin (2024) “The 
Unexpected Consequences of GenAI for 
Globalization (Handout and Video)”
RIETI BBL, December 18, 2024,
https://www.rieti.go.jp/en/events/24121
801/handout.html
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AI・ロボットのスキルレベルに関する調査結果

… … … … …



Highest ARI occupations Lowest ARI occupations

16

各職種のスキル・能力毎に、 AI・ロボットの性能が必要とされる水準を上ま
われば、そのスキル・能力分の労働は自動化されると想定して、ARI（自動
化リスク指標）を推計した。各職種のスキル・能力毎のウェイトとしては、
jobtagを設計したJILPTの研究者へのインタビューに基づく）

Occupation ARI2024 ARI2030 ARI2040

1 Packaging Workers 0.5461 0.7676 0.9937

2 Building and Facility Cleaners 0.5454 0.8367 0.9866

3 General Office Workers 0.5200 0.8204 0.9928

4 Receptionists and Information 
Clerks 0.5132 0.8184 0.9878

5 Security Guards 0.5097 0.8232 0.9979

6 Other Transport, Cleaning, and 
Packaging Workers 0.5038 0.8145 0.9977

7 Other Transportation Workers 0.4891 0.8109 0.9396

8 Field Office Workers 0.4675 0.9228 0.9742

9
Commercial Freight Vehicle 
Driver (excluding Large 
Vehicle)

0.4622 0.8066 0.9932

Occupation ARI2024 ARI2030 ARI2040
1 Researchers 0.0494 0.2991 0.6931

2 Civil Engineers 0.0699 0.3347 0.7929

3
University Lecturer/Assistant 
Professor (including Technical 
College)

0.0703 0.3231 0.7059

4 University Professors (including 
Technical Colleges) 0.0703 0.3231 0.7059

5 University Associate Professor 
(including Technical College) 0.0703 0.3231 0.7059

6 Transport Equipment Engineers 0.0887 0.3346 0.7816

7 Systems Consultants and 
Designers 0.0957 0.4140 0.7721

8 Aircraft Pilots 0.1002 0.5079 0.8073

9 Other Machinery Mechanics 
and Repairers 0.1048 0.4469 0.7858

Notes: The occupational classification is based on the Wage Census’s 144 occupations. The ARI is the 
average weighted by working hours.

2．AI・ロボットと就業構造：分析方法



Highest ARI industries Lowest ARI industries
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Industry 2020 2023 Diff.

1 Road transportation 0.4045 0.4098 0.0053

2 Waste disposal 0.3916 0.3962 0.0046

3 Laundry, beauty and bath 
services 0.3739 0.3868 0.0129

4 Hotels 0.3816 0.3699 -0.0117

5 Mail 0.3585 0.3613 0.0028

6 Eating and drinking services 0.3603 0.3572 -0.0030

7 Tobacco 0.3122 0.3562 0.0440

8 Other transportation and 
packing 0.3412 0.3507 0.0096

Industry 2020 2023 Diff.

1 Research 0.1318 0.1361 0.0043

2 Information services 0.1753 0.1710 -0.0044

3 Water supply for industrial use 0.2007 0.1766 -0.0241

4 Sewage disposal 0.2022 0.1803 -0.0218

5 Semiconductor devices and 
integrated circuits 0.1851 0.1839 -0.0013

6 Ordnance 0.2356 0.1865 -0.0491

7 Waterworks 0.1951 0.1911 -0.0040

8 Communication equipment 0.1982 0.1996 0.0013

Notes: The industry classification is based on the 100 industries in the JIP database. The ARI of the industry is 
the weighted average of the ARI of the occupations in the industry, weighted by their share of total 
employment

賃金センサスの産業別職種別労働投入データを使って、産業別のARIを算出
した。

2．AI・ロボットと就業構造：分析方法



2．AI・ロボットと就業構造：分析方法

• 以上のようにして求めた産業別のARI推計値（2024、2030、2040年）に基
づいて、AI・ロボット技術が人間中心の仕事をどのように代替していくか、
2040年の産業構造や就業構造がどのように影響を受けるのかを推計した。

• まず、主にAcemogluの一連の論文を参考にしながら理論モデルを構築し
た。ただし、詳細な産業レベルで数値計算が可能なようにかなり大胆に単
純化したモデルとした。

参考文献
Frey C. B. and M. A. Osborne (2017) “The future of employment: How susceptible are jobs to 

computerization?” Technological Forecasting and Social Change, 114, 254–280.
Paolillo, A., Colella, F., Nosengo, N., Schiano, F., Stewart, W., Zambrano, D., Chappuis, I., Lalive, R., 

Floreano, D. (2022) “How to compete with robots by assessing job automation risks and resilient 
alternatives,” Science Robotics, 7(65).

Acemoglu, Daron (2021) “The Simple Macroeconomics of AI,” NBER Working Paper, No. 29259. 
Cambridge, MA: National Bureau of Economic Research.

Acemoglu, Daron, and David Autor (2011) "Skills, Tasks and Technologies: Implications for Employment 
and Earnings," in Handbook of Labor Economics, vol. 4B, edited by Orley Ashenfelter and David 
Card, pp. 1043–1171. Amsterdam: Elsevier.

Acemoglu, Daron, David Autor, Jonathon Hazell, Pascual Restrepo (2022) “Artificial Intelligence and 
Jobs: Evidence from Online Vacancies,” Journal of Labor Economics, Vol. 40, pp. S-293-S340.
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2．AI・ロボットと就業構造：分析方法
• 各職種の各アクティビティの実行には、労働だけでなく、その労働に付随する資本
サービス（例えばオフィス、PCなどの備品）や中間財・サービス（光熱通信交通費、
文具、法定外福利費等）も必要であるとする。

• 各職種の各アクティビティは、AI・ロボットの技術水準が当該職種の当該アクティ
ビティにおいて必要なスキル・能力レベルを上回れば、AI・ロボット技術によって
代替可能だとする。

• アクティビティにAI・ロボット技術を導入する場合には、当該技術を体化した資本
サービス（ソフトウェアーを含む）、情報通信サービスに加えて、当該技術を体化
した労働を必要とする。

• ある職種の一部のアクティビティがAI・ロボット技術の導入によって自動化される
と、各職種において労働者は残されたアクティビティに専念する。
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2．AI・ロボットと就業構造：分析方法
• 人間労働を中心に投入する第１の方法における労働、資
本サービス、中間投入のコストシェア0.62、0.04、0.34
は、JIPデータベース2023が格納している2020年におけ
るJIPデータベースの産業90：その他事業所サービス業の
コストシェアから得た。

• AI・ロボット技術を投入する第2項の方法の場合、労働、
AI・ロボット技術の資本サービス、AI・ロボット技術の
中間投入のコストシェアについては、依拠するデータが
あまり見当たらない。JIPデータベースによると2020年に
おける産業80：情報サービス業の労働、資本サービス、
中間投入のコストシェアは0.39、0.13、0.48であるが、
ロボットの投入を考慮するとAI・ロボット技術を投入す
る第2項の方法の場合、資本サービスのシェアがもっと高
いと考えられる。以下では、労働、AI・ロボット技術の
資本サービス、AI・ロボット技術の中間投入のコスト
シェアは0.38、0.31、0.31であると暫定的に仮定して分
析を進める。
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7211 法律事務所
7212 特許事務所
7221 公証人役場，司法書士事務所
7241 公認会計士事務所
7242 税理士事務所
7421 建築設計業
7422 測量業
7429 その他の土木建築サービス業
9121 労働者派遣業
9221 ビルメンテナンス業
9229 その他の建物サービス業
9231 警備業
7222 土地家屋調査士事務所
7231 行政書士事務所
7251 社会保険労務士事務所
7261 デザイン業
7281 経営コンサルタント業
7291 興信所
7292 翻訳業（著述家業を除く）
7293 通訳業，通訳案内業
7294 不動産鑑定業
7299 他に分類されない専門サービス業
7431 機械設計業
7441 商品検査業
7442 非破壊検査業
7451 一般計量証明業
7452 環境計量証明業
7459 その他の計量証明業
7499 その他の技術サービス業

8181 学校教育支援機関 
9111 職業紹介業
9211 速記・ワープロ入力業
9212 複写業
9291 ディスプレイ業
9292 産業用設備洗浄業
9293 看板書き業
9299 他に分類されないその他の事業サー

JIPデータベースの産業90：その他事
業所サービス業は、日本標準産業分
類細分類（平成19年（2007年）改
定）の以下の産業に対応する。



2．AI・ロボットと就業構造：分析方法
• 企業規模が大きいほど、AI・ロボットの生産への効果が大きくなるものとする。文
部科学省科学技術・学術政策研究所『全国イノベーション調査』では近年、企業に
よる機械学習（人工知能：AI）やロボット技術の利用状況について調べているが、
小規模企業と比較して大規模企業の方が格段に利用が進んでいる傾向が見られる
（文部科学省科学技術・学術政策研究所第一研究グループ2023）。このことは、
AI・ロボット技術導入における規模効果の存在を示唆している。

• 各スキル・能力について、企業は費用を比較して人間労働中心の生産方法とAI・ロ
ボット中心の生産方法の何れかを選ぶ。

• AI・ロボット技術の革新は速いため、 AI・ロボット中心の生産方法のコストは急速
に下落していくと考えられる。これにより人間中心の生産方法は、AI・ロボット中
心の生産方法に次第に代替されていく。またこの代替は、AI・ロボット投入で規模
の経済を享受する大企業では早期に行われ、小規模企業では遅れることになる。

• 専門家の視点から見て、新技術の導入コストが節約できるコストを上回るように
なっても、実際に企業に普及するまでには、新技術を支える法制度の整備、ベン
ダーによるサービス提供の確立、必要な新しい人材の供給、企業組織の改編、等が
必要であり、かなりの時間を要すると考えられる。以下では、各AI・ロボット技術
について、専門家が回答した500人規模の企業でAI・ロボット導入が経済的に見合う
年の8年後に実際の導入が行われるとする。
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2．AI・ロボットと就業構造：推計結果
• 2040年産業構造推計で与えられる将来の生産要素価格や中間投入財価格を前提とす
れば、以上で説明した各産業・各規模別事業所グループにおけるARIの推移に関す
る仮定や、ヴィンテージ毎のコストの推移に関する計算によって、各産業において
全職種の仕事を行うコスト（付帯コストを含む）に占めるAI・ロボット投入のコス
ト（付帯コストを含む）の割合を求めることが出来る。これをλjと表す。下図は、
2040年におけるJIPデータベースの産業別に推計したλjの値である。
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2．AI・ロボットと就業構造：推計結果
• λjは産業間で大きく異なっている。先に説明したように、ARIが高い産業ほど、ま
た平均事業所規模が大きい産業ほど、AI・ロボット技術の普及は速く進む。各産業
の労働の職種構成によってARI（オートメーション・リスク・インデックス）の水
準が大きく異なること、事業所規模の分布も産業によって大きく異なることのため、
λjの産業間格差も大きくなっている。

• たとえば高齢化で今後更なる需要拡大が予想されている医療・保健衛生産業と介護
産業を比較すると、介護の方が格段にAI・ロボットの導入が遅れるとの結果となっ
ている。これは2つの産業を構成する主な職種のARIには大きな差がないものの、介
護の方が小規模事業所が格段に多いことに起因している。2000年を対象とした経済
センサス活動調査によると、JIP産業分類で集計すると、医療・保険では51％の従業
者が従業者数100人以上の規模の事業所で働いていたのに対し、介護では15％で
あった。
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ページ、2025年6月。
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経済産業省経済産業政策局「経済産業政策新機軸部会第４次中間整理参考資料集～成長投資が導く2040年の産業構造～」、83
ページ、2025年6月。
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主な結論：2040年産業構造
• 物的・人的資本蓄積の停滞が日本経済の最大の課題である。
←ただし足下でおそらく潮目は変化しつつある。
←新技術の出現と大きな技術ギャップは、開国・維新期や第二次大戦後と同様にキャッチ
アップのチャンスであることを意味する。

• 時代の画期と新産業政策
←過去70年を振り返ると、時代によって①生産性上昇や設備投資を主導する産業、②日本経
済の制約、③必要な経済産業政策、は大きく変化してきた。長期停滞期のみを参照するの
では、判断を誤る危険がある。

←経済のパフォーマンスは、GDP成長ではなく、一人あたりGDP≈労働生産性向上で捉える
べき。

←財政赤字は、民間の貯蓄超過と裏表の関係にある。民間貯蓄が不足した高度成長期には、
財政は黒字だった。景気後退を避けるため、財政赤字削減は、企業貯蓄の削減、企業投資
回復と一体の形で進める必要がある。

←新技術普及のために、広義のインフラ整備や労働市場改革が重要。経済安全保障の重要性
の高まり、自由貿易体制の機能不全、等により、新しい産業政策・制度改革が必要になり
つつある。

←産業政策・制度改革の構想には、産業構造を中心とする将来の見取り図が重要であるが、
内閣府を含めこの分野での政府の分析が不足して来た。

←このような問題意識から2040年産業構造推計を行ったが、今後継続して推計結果や政策効
果の検証を行う必要がある。
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主な結論：AI・ロボット
• AI・ロボット普及により、職種別・産業別労働需要や働き方が大きく変化する可
能性がある。

• AI・ロボット普及には、小規模事業者でも使いやすい自動化技術が求められる。
仲介役であるベンダーの果たす役割は大きく、AI・ロボットのサポートやアフ
ターサービスなどの支援を強化すべき。

• AI・ロボット普及には、法の整備も決定的に重要。
• 本モデルでは、技術革新とTFP上昇は情報通信産業やロボットを生産する産業で
生じ、他産業は安価になった新技術サービスを享受することを想定した（ICT技
術に関するvan Arkの指摘やGVCに関するTimmerの指摘に似た考え方）。しかし、
米国経済分析局（BEA）がSNA基準改定に備えて最近行ったDigital Data Asset
の推計（Corby et al. 2025）では、法律事務所や投資機関がDigital Data Asset
に膨大な投資を行っている。AIによるTFP上昇は、各産業内で起きる可能性も否
定できない（マクロ経済への影響は本モデルとそれほど変わらないだろうが）。

Garner, Corby, Jon D. Samuels, and José B. Santiago Calderón (2025) “The Impact of Capitalizing Data 
on Productivity Growth in the U.S.: Including Digital Data Assets Raises the Contribution of ICT 
Capital to Growth by One-third,” World KLEMS Tokyo Conferenceにおける報告論文。
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